
四国交通株式会社

金　　　　額 金　　　　額

（資産の部） 円 （負債の部） 円

256,140,965 156,355,744

1,116,347 15,195,649

142,979,885 10,530,376

11,485,999 480,657

91,342,128 113,500,000

374,000 511,180

4,528,500 2,562,260

430,670 27,385

3,750,366 5,256,885

133,070 8,291,352

256,651,203

224,413,803 145,283,516

1,542,075 101,778,000

114,025,529 15,203,792

5,949,809 2,749,564

1,280,148 25,552,160

868,522
67,228,260

30,780,460

2,739,000

887,385 205,839,233

513,605 12,000,000

373,780 193,839,233

31,350,015 193,839,233

8,100,000 5,313,675

21,369,200 5,313,675

12,605

700,000

1,168,210

211,152,908

512,792,168 512,792,168

(注） 有形固定資産の減価償却累計額(ﾘｰｽ資産の減価償却累計分も含む） 371,273,851

貸　借　対　照　表

2023年3月31日現在

科　　　　目 科　　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 未 払 金

預 金 未 払 費 用

未 収 運 賃 未 払 消 費 税

未 収 入 金 短 期 借 入 金

未 収 収 益 預 り 連 絡 運 賃

立 替 金 前 受 収 益

未収還付法人税等 預 り 金

有 形 固 定 資 産 固 定 負 債

貯 蔵 品 賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務 （ 短 期 ）

固 定 資 産

前 払 費 用

車 両 長 期 借 入 金

建 物 退 職 給 付 引 当 金

構 築 物 繰 延 税 金 負 債

機 械 装 置 リ ー ス 債 務 （ 長 期 ）

器 具 備 品
負 債 合 計 301,639,260

土 地

投 資 有 価 証 券 その他有価証券評価差額金

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定 （純資産の部）

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

電 話 加 入 権 資 本 金

利 益 剰 余 金

投資その他の 資産 繰 越 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 株 式 評 価 ・ 換 算 差 額 等

ソ フ ト ウ エ ア

長 期 前 払 費 用

その他の出資金

そ の 他 の 投 資

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計
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2023 年 3 月 31 日 

個 別 注 記 表 

※重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

・市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法 に 

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法 

 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品は購入時価による原価法（部品・材料は一部先入先出法）を採用しておりま

す。 

. 

3. 有形固定資産の減価償却の方法 

(1) 車両及び機械装置・工具器具備品（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物及び平成２８年４月１日以降に取

得した構築物については定額法を採用しております。） 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、平成２８年４月１日以降に取得した構築物について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 (2) リース資産（所有権移転外ファイナンス・/リース取引に係るリース資産） 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用しております。 

    なお、リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13号「リース取引

に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

4. 引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を基準に当期負担分を計上

しております。 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく当期末の退職給付債務見込

額（要支給額）を計上しております。 

 

5. 消費税等の会計処理 

・消費税及び地方消費税は、税抜方式によって処理しております。 

 

 

 

※繰延税金資産・負債の表示方法の変更に関する注記 
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（表示方法の変更） 

 『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年 2

月 16 日）等を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

※貸借対照表に関する注記 

1.有形固定資産の減価償却累計額（リース資産分も含む） 

有 形 固 定 資 産 の
減 価 償 却 累 計 額 356,861,941円

 

なお、有形固定資産の減価償却累計額にはリース資産分の減価償却累計額 2,230,700 円

を計上しております。 

2.有形固定資産の圧縮記帳累計控除額 

有 形 固 定 資 産 の
圧 縮 記 帳 控 除 額 105,379,462円

  

3.担保に供している資産 

土 地 66,326,260円

建 物 107,248,294円
  

※損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 

 

  

 

※株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の総数 

普 通 株 式 12,000株
 

※1 株当り情報に関する注記 

1 株 当 り
当期純利益

143.6円

1 株 当 り
純 資 産 額

17,596.1円
 

※税効果会計に関する注記 

(１) 法人税等の期間配分の処理は、税効果会計を適用しております。 

(２) 繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金に 

   よるものであります。 

 

※その他の注記 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い受給した雇用調整助成金等 970,000 円を 

給料科目から控除しております。 

営 業 収 益 465,000円

営 業 費 用 9,367,107円


